
共創経営の 
ガバナンス

企業価値共創のコーポレートガバナンス
丸井グループは、「お客さまのお役に立つために進化し続け

る」「人の成長＝企業の成長」という経営理念に基づき、す

べてのステークホルダーの「しあわせ」を共に創る「共創サ

ステナビリティ経営」をめざし、中長期的な企業価値の向上

に取り組んでいます。こうした中で、共創経営によるコーポ

レートガバナンスを強化していくことは、すべてのステークホ

ルダーの利益の調和を図る丸井グループにとって、経営の 

最重要課題の一つです。

　当社グループは監査役設置会社として、取締役会と監査

役会のほか、業務執行の最高意思決定機関である経営会

議、指名・報酬委員会を設置しています。また、ESGを含む

経営上の高リスク分野を管理する7委員会を設置するとと

もに、各委員会の統括機能としてコンプライアンス推進会

議を設置しています。また、堀内光一郎社外取締役（2008

年6月就任）が任期満了で退任したことにともない、2018

年6月より新社外取締役を1名選任しました。
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取締役会のおもな審議事項  

2018年3月期の取締役会におけるおもな審議内容は下記の通りです。取締役会では決議事項・報告事項に加え、社外

取締役による問題の提起や、ESGを含む長期的な企業価値向上に向けたテーマディスカッションの時間を設け、自由闊達

な議論・意見交換を行っています。

おもな決議事項および報告事項 議論テーマ

第1四半期
•  成長投資の進捗
•  買収防衛策の廃止
•  株主分布状況

•  取締役会の実効性評価結果
•  取締役の業績連動賞与
•  社外有識者との取り組み状況

•  今年の株主総会
•  取締役会の評価

第2四半期
•  監査役会による監査計画
•  政策保有株式の状況・売却方針
•  資金調達の方針

•  人事評価制度の見直し
•  労働協約の改定（LGBT・育児制度変更）

•  株主総会の振り返り

第3四半期
•  丸井グループ行動規範改定
•  丸井グループ各種方針策定
•  グループ横断公認プロジェクトの進捗

•  コンプライアンス推進会議報告
•  共創サステナビリティ説明会の概要

•  新規事業について

第4四半期

•  証券事業の設立
•  CMA（共創経営塾）の進捗
•  日本ディープラーニング協会入会
•  配偶者向け人事制度の見直し

•  経営会議・委員会の方針
•  資金調達の方針
•  アニメ事業のサービス
•  SBT認証取得（温室効果ガス削減目標）

•  ガバナンスの取り組み

EXAMPLE   取締役会でのテーマディスカッション

本レポートでは、取締役会の決議事項として上程する前に行われた、
証券事業参入に関するディスカッションの概要をご紹介します。
　　　
加藤：今回の新規事業のポイントは、クレジットカードを利用した投
資信託の購入です。基本的にクレジットカードによる投資信託の購
入は認められていませんが、証券会社を設立して、累積投資であれ
ばクレジットカードの1回払いで決済できることがわかり、事業化を
進めることにしました。
室井：ファイナンシャル・インクルージョンは、丸井グループとしての
戦略的意義も社会的意義も大きいので、ぜひ進めていくべきです。
一方、一般的につみたてNISAは信託報酬が非常に薄いビジネスと

いわれているので、事業計画を精査した上で、固定費・変動費共に
しっかりコントロールしていく必要があります。
岡島：エポスカードの拡大が目的ではないので、金融が身近に感じ
られるようにマーケティングと広報を上手に行う必要があります。ま
た、組織体制も重要で、外部から専門知識を持つ人材を登用するこ
とになると思いますが、その場合は、当社の理念に共感できる人でな
くてはなりません。
青井：確かにそれは重要なポイントだと思います。現状の候補者は、
単に専門知識を持っているだけでなく、一緒に若者を中心としたファ
イナンシャル・インクルージョンを実現し、資産形成の文化をつくっ
ていこうと考えている方です。
岡島：長期投資なので一度始めると簡単には撤退できない事業で
すが、レピュテーションリスクが高いので、撤退基準については事前
に検討しておくべきではないでしょうか。
加藤：今後、事業計画の精査とあわせて検討いたします。
室井：投資家は、事業の社会的意義を考えると同時に、この投資が
企業価値を毀損しないことを求めます。業界ではつみたてNISAは
儲からないという認識なので、ほかの事業へのシナジー効果を含め、
トータルでシナリオを描いて説明できるようにすることが重要です。
青井：クレジットカードでの投資にこだわったのは、まさにそれが理
由です。事業単体の利益だけでなく、グループとしてのLTV（生涯利
益）を含めた収益効果が見込めるので説明できると考えています。

丸井グループ コーポレートガバナンス・ガイドライン
 www.0101maruigroup.co.jp/pdf/cgg_20180625.pdf

コーポレートガバナンス報告書
 www.0101maruigroup.co.jp/pdf/cgr.pdf
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取締役会の実効性評価  
取締役会の機能向上を目的として、2016年3月期から年

1回、取締役会の実効性評価を実施しています。まずは全

取締役および全監査役を対象に、取締役会の規模・構

成、運営体制、意思決定プロセス、役割・責務などの実効

性に関する自己評価アンケートを実施。その後アンケート

の集計結果を踏まえ、取締役会において現状の評価結果

および課題を共有するとともに今後の対応について建設

的な議論を行います。

2018年3月期の評価結果

2018年3月期の取り組み

評価点
取締役の増員や次世代経営者育成プログラムのスタートなどにより評価全体としては高く、取締役会の実効性は引き続き十分
確保されていると評価

役員報酬：中長期インセンティブの初回の業績連動期間が2019年3月期で終了することを見据え、取締役会で、ガバナンスの
取り組みの一つである役員報酬について議論する機会を設けました。当社の変動報酬割合が国内他企業と比較しても低いこと
を再認識するとともに、業績連動報酬の評価指標としてESG関連などのプレ財務情報を導入する企業事例を把握し、今後の
役員報酬を設計する上での検討項目を整理することができました。

後継者計画：2017年4月より次世代経営者育成プログラム（共創経営塾：CMA）をスタートさせ、経営幹部に必要な知識や
心得などの習得を図りました。また、育成プログラムを終了した1期生の2年目についてもグループ間人事異動により、要求水準
が高い部署や、責任範囲の広い役職への配置・登用を行い、実践を通した継続的な成長の場を設けました。

課題点
① 前期同様、役員報酬の中長期インセンティブ変動報酬割合が低い
② 中長期的に後継者候補の発掘・育成をする次世代経営者育成プログラム（共創経営塾：CMA）全体が途上段階である

役員報酬：新たな中長期インセンティブの業績連動期間となる次回に向け、世の中の動向や国内
他企業の状況を把握した上で、変動報酬割合の拡大や従来の評価指標に加え、サステナビリティ
経営に向けたESG関連のプレ財務情報の導入など、中長期的な企業価値向上と連動した役員報
酬を設計していきます。

後継者計画：取締役会で次世代経営者育成プログラム（共創経営塾：CMA）の全体内容やその
後の配置・登用を含めた継続的な育成体制などについて議論をするとともに、取締役会にてプログ
ラム参加者と定期的に対話する場を設け、継続的にモニタリングできる機会、環境をつくることも検
討しています。

課題点①への対応

課題点②への対応
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コーポレートガバナンス強化の変遷
 www.0101maruigroup.co.jp/sustainability/theme04/governance.html
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